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はじめに
　増田寛也 『地方消滅』（2014）や安倍内閣が推進する「まち・ひと・し
ごと創生戦略」などでも示されているように、今日の日本の社会課題のひ
とつが人口減少に伴う地域活性化である。このような社会的課題を解決す
る手法として、ソーシャル・イノベーションがあげられるが、その特徴は、
その課題に対して直接関係する利害関係者のみならず、他のステイクホル
ダーも含めて社会的かつ経済的に関与する点が挙げられる。
　地域活性化を例に挙げれば、「地方都市の再生」という社会価値と「地
方経済の活性化」という経済価値を両立させる取組がソーシャル・イノベー
ションとして考えられる。このようなソーシャル・イノベーションを成功
に導くには様々なステイクホルダー同士の連携が不可欠である。
　本論文では公的組織と民間組織という異なる基盤や存在目的を有する組
織が連携しソーシャル・イノベーションを継続的に実施する際のツールと
しての戦略マップの適用可能性をアラインメントの観点から検討する。
1 ．ソーシャル・イノベーションと公民連携 
1 － 1 　ソーシャル・イノベーションにおける公民連携の特徴
　近年、ソーシャル・イノベーションに関する様々な議論がなされている。
1   本研究は、横浜市立大学 平成30年度学術的研究推進事業（学長裁量事業）の
助成を受けたものである。
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ソーシャル・イノベーションの先行研究をレビューし、定義を類型化した
趙、李（2016）によれば、ソーシャル・イノベーションには「社会改良と
社会変革的性質」を有する定義と「具体的なアイデア、組織、働き方」を
強調した定義に大別することが可能である2。
図表 1 　趙、李（2016）によるソーシャル・イノベーションの定義の整理
・ ソーシャル・ イノベーションは社会変革を目的とする一種の集合的な社
会行動（collective social action）である（Giovany、2014）
・ソーシャル・イノベーションは生活の質を高める変革である（to improve
either the quality or the quantity of life）（Eduardo、2008）
・ソーシャル・イノベーションは、共通善の創出に基づくものである（based
on the creation of a greater comon good）（Howaldt、2010）
現代社会は、技術イノベーションよりも社会変革のほうが早い社会であり
(Phillips、2011)、上記は、ソーシャル・イノベーションの「社会改良と
社会変革的性質」 を強調した定義である。
・個人およびコミュニティの福祉のために、 雇用、 消費や社会参加などを
通じて、解決案を提供することがソーシャル・イノベーションである
（OECD3、2011）
・既存の方法より社会的ニーズを効率的に満たせる新しいアイデア、組織
あるいは働き方である（Financing Social Impact、2012）
・ソーシャル・イノベーションは新しいソリューション（製品、サービス、
モデル、 マッケート、 プロセスなど） であり、社会的ニーズを満たすと
同時に、 キャパシティの向上や資源の有効活用につながる （The Young
Foundation、2012）
これらの研究では、ソーシャル・イノベーションはニーズを満たし、ソリ
ューションを提供し、 特定のキャパシティを向上させる具体的なアイデア、
組織、 働き方を指す。
社会改良と
革新的性質
具体的なアイ
デア、組織、
働き方として
（出典）趙、李［2016, p.2］
　このうち、後者は、地方創生および地方分権改革の推進を具体化した「ま
ち・ひと・しごと創生基本方針」でもその方向性が示されている。当該方
針では「国の長期ビジョン」と「国の総合戦略」に連動する形で「地方人
口ビジョン」と「地方版総合戦略」が明示され、これらに対し、情報支援、
2   趙、李［2016, p. 2］
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財政支援、人的支援をおこなうことが明記されている3。
図表 2 　国と地方のビジョンと戦略の関係性  
（出典）官邸ホームページ
　すなわち、「人口減少問題の克服」と「成長力の確保」という中長期展
望を達成するための基本目標、重要業績指標ならびに施策を明示している
ことから、当該方針においては社会的ニーズや課題を解決することを目的
としたツール（過程）としてソーシャル・イノベーションが位置づけられ
ていると考えられる。
　また、ソーシャル・イノベーションのプロセスにおいては、社会性（社
会的価値への追求）と事業性（ビジネスとしての収益性）の両立が不可欠
3   官邸ホームページ「まち・ひと・しごと創生長期ビジョンと総合戦略の全体像等」
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である4。しかし、社会性と事業性を両立させることは容易でないため、両
者の間には主従関係が生まれやすい。上述の「まち・ひと・しごと創生基
本方針」を例に取れば、「人口減少の克服」という社会性の実現が前提と
して、「成長力の確保」という事業性が充足されるという全体像の中で、
具体的施策については自治体が構築した枠組みに沿って民間組織が加わる
公民連携が主に想定されている5。
図表 3 　「長期ビジョン」と「総合戦略」の全体像
 
Ⅰ．人口減少問題
の克服 
 
◎2060年に１億人程度
の人口を確保 
 
◆人口減少の歯止め 
 ・国民の希望が実現した 
場合の出生率（国民希望
出生率）＝1.8 
◆「東京一極集中」の
是正  
Ⅱ.成長力の確保 
 ◎2050年代に実質
GDP 
 成長率 1.5〜２%程度維
持 
（人口安定化、生産性向上が実
現した場合） 
中長期展望（2060年を視野） 
「しごと」と「ひと」の好循環作り 
好循環を支える、まちの活性化 
基本目標（成果指標、2020年） 
※２ 米国では高齢者が移り住み、健康時から介護・医療が必要となる時期まで継続的なケアや生活支
援サービス等を受けながら生涯学習や社会活動等に参加するような共同体（Continuing Care 
Retirement Community）が約 2,000カ所ある。 
 
 ①地域産業の競争力強化（業種横断的取組） 
  ・包括的創業支援、中核企業支援、地域イノベーション推進、 
対内直投促進、金融支援 
 ②地域産業の競争力強化（分野別取組） 
  ・サービス産業の付加価値向上、農林水産業の成長産業化、 
観光、ローカル版クールジャパン、ふるさと名物、文化・芸術・ 
スポーツ 
③地方への人材還流、地方での人材育成、雇用対策 
・「地域しごと支援センター」の整備・稼働 
・「プロフェッショナル人材センター」の稼働 
 
 
 
 
①地方移住の推進 
・「全国移住促進センター」の開設、移住情報一元提供システム整備 
・「地方居住推進国民会議」（地方居住（二地域居住を含む）推進） 
・「日本版 CCRC※２」の検討、普及 
②地方拠点強化、地方採用・就労拡大 
・企業の地方拠点強化等 
・政府関係機関の地方移転 
・遠隔勤務（サテライトオフィス、テレワーク）の促進 
③地方大学等創生５か年戦略 
 
 
「小さな拠点」の形成 
：「小さな拠点」形成数 
主な施策 
①若者雇用対策の推進、正社員実現加速 
②結婚・出産・子育て支援 
  ・「子育て世代包括支援センター」の整備 
  ・子ども・子育て支援の充実 
・多子世帯支援、三世代同居・近居支援 
③仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現（「働 
き方改革」） 
  ・育児休業の取得促進、長時間労働の抑制、企業の取組の支援等  
定住自立圏の形成促進：協定締結等圏域
数 140圏域（2014年４月時点 79圏域） 
①「小さな拠点」（多世代交流・多機能型）の形成支援 
 ②地方都市における経済・生活圏の形成（地域連携） 
  ・都市のコンパクト化と周辺等のネットワーク形成 
   ・「連携中枢都市圏」の形成 
   ・定住自立圏の形成促進 
 ③大都市圏における安心な暮らしの確保 
 ④既存ストックのマネジメント強化 
既存ストックのマネジメント強化 
：中古・リフォーム市場規模 20兆円 
（2010年 10兆円） 
地方における安定した雇用を創出する 
◆若者雇用創出数（地方） 
2020年までの５年間で 30万人 
◆若い世代の正規雇用労働者等の割合 
2020年までに全ての世代と同水準 
（15～34歳の割合：92.2%（2013年）  
（全ての世代の割合：93.4%（2013年） 
◆女性の就業率 2020年までに 73% 
（2013年 69.5%） 
長期ビジョン 
地方への新しいひとの流れをつくる 
現状：東京圏年間 10万人入超 
◆地方・東京圏の転出入均衡(2020年) 
・地方→東京圏転入 ６万人減 
・東京圏→地方転出 ４万人増 
 
まち・ひと・しごと創生「長期ビジョン」と「総合戦略」の全体像 
 
 総合戦略（2015～2019年度の５か年） 
若い世代の結婚・出産・子育ての希望を
かなえる 
◆安心して結婚・妊娠・出産・子育てできる社会を
達成していると考える人の割合 
            40%以上（2013年度 19.4%） 
◆第１子出産前後の女性継続就業率 
55%（2010年 38%） 
◆結婚希望実績指標 80%（2010年 68%） 
◆夫婦子ども数予定（2.12）実績指標 
95%（2010年 93%） 
時代に合った地域をつくり、安心なくらし
を守るとともに、地域と地域を連携する 
◆地域連携数など 
※目標数値は地方版総合戦略を踏まえ設定 
農林水産業の成長産業化 
６次産業市場 10兆円：就業者数５万人創出 
訪日外国人旅行消費額３兆円へ（2013年
1.4兆円）：雇用者数８万人創出 
地域の中核企業、中核企業候補 1,000社
支援：雇用者数８万人創出 
 
地方移住の推進 
：年間移住あっせん件数 11,000件 
企業の地方拠点強化 
：拠点強化件数 7,500件、雇用者数４万人増
 
地方大学等活性化：自県大学進学者割合平
均 36%（2013年度 32.9%） 
若い世代の経済的安定：若者就業率 78% 
（2013年 75.4%） 
妊娠・出産・子育ての切れ目のない支援 
：支援ニーズの高い妊産婦への支援実施
100% 
ワーク・ライフ・バランス実現：男性の育児 
休業取得率 13%（2013年 2.03%）   
主な重要業績評価指標（KPI）（※１） 
※１ Key Performance Indicatorの略。政策ごとの達成す
べき成果目標として、日本再興戦略（2013年６月）でも
設定されている。 
（出典）官邸ホームページ
4   趙、李［2016, p. 4］
5   首相官邸ホームページ「まち・ひと・しごと創生『長期ビジョン』と『総合戦略』
の全体像等」
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　そのような公民連携手法としては、以下の 5 点が挙げられる6。
　（ 1 ）指定管理者
　指定管理者制度とは、平成15年 6 月の地方自治法改正により新たに定め
られた、公の施設の管理・運営を地方自治体およびその外郭団体の直営か
ら株式会社をはじめとした各種団体に代行させる手法であり、施設のサー
ビスの向上とコストの削減を目的としている。
　（ 2 ）業務委託
　業務委託制度は法的性格が指定管理者制度が「管理代行」であるのに対
し、「私法上の契約関係」にとどまる点が相違する。また、施設の管理権
限についても、指定管理者制度では指定管理者が有するのに対し、業務委
託制度ではあくまで管理権限は設置者である地方公共団体が有している。
このような違いのため、指定管理者制度と比べると受託者の自由度が限ら
れるものの、効率運営には一定の効果があるとされ、導入事例も多い。
　（ 3 ）PFI（Private Finance Initiative）
　PFIとは、公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能
力及び技術的能力を活用して行う新しい手法であり、国や地方公共団体の
事業コストの削減およびより質の高い公共サービスの提供を目指すもので
ある。日本では、平成11年に制定された「民間資金等の活用による公共施
設等の整備等の促進に関する法律」および平成12年に策定された「基本理
念」が基本的枠組みとなり、以降、さまざまな公共施設の運営に利用され
ている。
　（ 4 ）市場化テスト
　市場化テストとは、公共サービスの実施について民間事業者の創意工夫
を活用することにより、国民のため、より良質かつ低廉な公共サービスを
実現することを目的とした官民競争入札・民間競争入札の総称である。対
象事業の選定や実施に際しては監理委員会の議決を必要とする。
6   柴田、藤﨑［2015, p. 52-56］
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　（ 5 ）広告およびネーミングライツ
　行政側の視点に立つと、指定管理者制度および業務委託がコスト削減手
法であるのに対し、広告およびネーミングライツは財源確保の手法と位置
づけられる。具体的には、自治体ホームページへのバナー広告の掲載や、
各種行政配布物への広告掲載が広く知られた手法である。また、広告に類
似した手法として、近年多く見られる手法にネーミングライツ（命名権）
の売買も挙げられる。この手法は、行政と民間団体等との契約により、公
共施設等に愛称等を付与させる代わりに、当該団体からその対価等を得て、
施設の持続可能な運営に資する方法である。
　上記のような、行政主体で構築されたスキームに沿って民間組織が加わ
る公民連携手法では当初想定した社会性の実現に至らないことがある。
　例えば、人口減少の克服を掲げた地方創生戦略は開始から既に 4 年が経
過したが、総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態および世帯数」
を元に2015年と2018年の生産年齢人口（15〜64歳）を比較した東洋経済
（2018）では、 3 年間で生産年齢人口が増加した市区町村が108であるのに
対し、減少した市区町村は1600にのぼり、地方創生が当初の計画通りには
進んでいないことが指摘されている7。そのため、ソーシャル・イノベーショ
ンを実現するには行政主体でない公民連携手法が求められる。
1 － 2 　公民連携におけるアラインメントの重要性
　前述した 5 つの公民連携手法は、行政主体で構築されたスキームである
のに対し、企業やNPOとのコラボレーションは文字通り、双方が協働し、
個別案件毎に最も適切なスキームを構築、運営する手法である。行政にとっ
ては事業費ゼロの手法と位置づけられることも可能であるが、コラボレー
ションでは利用者満足の向上を第一義に考え、その目的のためにコラボレー
ション主体同士が一体となって事業に当たることで、双方がWin-Winの
7   東洋経済新報社［2019, p. 29］
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関係となることを目指すべきものである。
　また、コラボレーションの構成主体には、企業やNPOのみならず、地
域との結びつきの強い商店街なども候補として考えられる。例えば、中小
企業庁が2018年に刊行した『はばたく商店街30選』には、地域発展の取組
に積極的な商店街の事例が取り上げられている8。
　しかし、異なる組織同士が対等の立場でコラボレーションし、シナジー
を最大化し、成功に到達するためにはそれぞれの組織に全体戦略を落とし
込み、さらに組織間の連携と調整を進めることが不可欠である。
　このような概念を、Kaplan and Norton（2006）はアラインメント
（alignment）と呼称し、全社戦略テーマへのアラインメント、機能間のア
ラインメント、取締役会と投資家のアラインメント、外部協力企業のアラ
インメントなど、様々なアラインメントを提唱しているが、公民のコラボレー
ションにおいても同様にアラインメント概念9を適用することが有益である。
2 ．公民連携組織における戦略マップの可能性
2 － 1 　公民連携における戦略マップの役割
　前節では公民連携におけるアラインメントの重要性を指摘した。公民連
携では、公共性（社会性）を重視する行政組織と採算性（経済性）を重視
する民間組織各々の目的を同時に達成可能とするツールが求められる。
　Kaplan and Norton（2006）は、自社と外部協力企業との間でバランスト・
スコアカード（Balanced Scorecard: BSC）を構築することで、以下のメリッ
トがあると指摘している10。
8   中小企業庁（2018）『はばたく商店街30選』
9　アラインメント概念の解釈は、Kaplan and Norton（2006）の訳書、櫻井、
伊藤監訳（2007）の監訳者あとがき［p. 363-364］に詳しい。
10  Kaplan and Norton［2006, p. 221］
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①　 2 つの企業のトップマネジメント間で協力関係の目的について合意に
達することができる
②　 BSCの作成過程で、組織の境界を越えて相互理解と信頼が醸成され、
取引コストが削減されるとともに、 2 つの組織間の連携の齟齬が最小
化される
③　 BSCの作成によって、組織間での業績を測定するための契約が、核
やコストといった財務的な測定尺度にとどまらず、サービスの質、納
期、革新性、柔軟性など両者の関係で重要な要素を考慮した、より包
括的なものとなり得る
　Kaplan and Norton（2006）はかかるBSCの類型として、自社の上流に
当たるサプライヤー・スコアカードおよびサプライチェーン・スコアカー
ドならびに下流に当たる顧客スコアカードを提示している11が、本稿で取
り上げる公民連携の観点からは、業務提携先企業との間で作成されるアラ
イアンス・スコアカードが重要である。なぜなら、業務提携関係に対する
各企業のモチベーションが均一でなく、評価尺度も企業間で異なるのが通
例であるため、参加企業の両方が自社の果たす貢献と受け取る利点を明確
にし、業務提携についての両社の戦略構想を明示する公式文書としてアラ
イアンス・スコアカードが求められるためである。Kaplan and Norton（2006;
訳書2007）は、アライアンス・スコアカードを①財務の視点、②戦略の視点、
③業務の視点、④関係性の視点から整理した上で、業務提携における戦略
目標を提示しているが、伝統的なBSCでは従業員の教育やインフラ整備
を目標に含む「学習と成長の視点」（Learning and Growth perspective）
が業務提携企業間の調整を目標に含む「関係性の視点」（Relationship 
perspective）へと対象が拡大していることが読み取れる。
11　Kaplan and Norton［2006, p. 221-238］
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図表 4 　業務提携における戦略目標の典型例
視点 戦略目標
財務の視点 ■ 業務提携による売上高の増加
■ 業務提携参加企業各社における過剰コストの節減
■ 新規顧客との関係構築およびそれに伴う製品の販売による売上高の増加
■ 業務提携を利用した新製品導入、新規顧客の獲得による成長可能性の確保
戦略の視点 ■ 新しい技術の開発
■ 重要な顧客への浸透
■ 業務提携先に派遣された従業員の学習機会の増大
業務の視点 ■ プロジェクトの重要課題の達成
■ 製造、販売、物流の各機能におけるコストの低減
■ 製品開発・市場導入プロセスの改善
■ 業務提携企業間での協力関係の促進
関係性の視点 ■ 意思決定の迅速化と質の向上
■ 業務提携企業間でのコミュニケーションの円滑化
■ 信頼関係の構築と維持
■ 業務提携参加企業の各経営者、従業員にとっての役割、業務、目標、責任の明確化
（出典）Kaplan and Norton［2006, p. 239および訳書（2007）, p. 302］
　上述のKaplan and Norton（2006）は企業間の業務提携関係を対象とし
た研究であったが、望月、佐藤、加藤（2015）は、公民連携手法の一つで
ある指定管理者制度下において、地方公共団体と指定管理者の連携を図る
ツールとしての戦略マップとBSCの適用可能性を検討している。
　図表 5 は指定管理施設（大豆加工センター）を中心とした戦略マップを
表しているが、地域活性化というビジョンに対し、地方公共団体を起点と
して指定管理者、地方公共団体の各視点へ戦略目標が展開されている。
　指定管理者と地方公共団体では前提とする存在意義が異なるため、指定
管理者側では①プロセスの視点、②学習と成長の視点、③顧客の視点、④
財務の視点に戦略目標が設定されているのに対し、地方公共団体側では①
プロセスの視点、②学習と成長の視点、③公共性の視点に戦略目標が設定
されている。両者の相違を整理すると、指定管理者では経済性を表す顧客
および財務の視点が示される一方、地方公共団体では社会性を表す公共性
の視点が示される点にある。
　換言すれば、指定管理施設における戦略マップではビジョンへのアプロー
チが、指定管理者側が売上増加といった財務の視点における戦略目標であ
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るのに対し、地方公共団体側は雇用促進などの公共性の視点にある戦略目
標と、両者で異なる点が大きな特徴といえる。
2 － 2 　公民連携組織における戦略マップの可能性
　前節で述べたように、ソーシャル・イノベーションを実現するには、行
政主導のスキームにもとづく公民連携手法にとどまらず、民間組織と公的
組織がコラボレーションをし、両者が一体となった公民連携組織を軸に施
策を実行すべきであるが、それには前提とする存在意義から異なる両者を
どのように組織として融合するかが課題となる。
　この点において、Kaplan and Norton（2006）では、組織間関係の目的
や戦略を明示するツールとしてBSCや戦略マップを活用することで以下
の利点があると示唆している12。
①　 戦略マップやBSCを共同作成するプロセスを通じて、組織間に深く
効果的な関係構築の機会が生まれ、組織間関係への理解が進みや意欲
12　Kaplan and Norton［2006, p. 244］
図表 5 　指定管理施設を中心とした戦略マップの例
ビジョン：地域活性化
財務の視点 売上増加 コスト削減
顧客の視点 在庫の確保 高品質化・差別化
公共の視点 地場作物の利用 雇用促進
学習と成長の視点 教育制度の充実 確認体制の整備
プロセスの視点 新事業の展開
地元住民
を雇用
関係機関との
友好関係構築
生産効率の向上
設備改修に
対する支援
【指定管理者】 【地方公共団体】
（出典）望月、佐藤、加藤［2015, p. 30］
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が向上する。
②　 協力関係の業績に対する責任を明示する契約にもBSCが活用できる。
　Kaplan and Norton （2006）の上述の指摘は、企業が外部協力企業との
間で合併等のアライアンスをおこなう状況を踏まえてなされたものであるが、
指定管理者制度を研究対象とした、望月、佐藤、加藤（2015）では受託者
と委託者がそれぞれの組織で戦略マップを作成し、第三者機関13がその事
業の円滑な運営のために助言やサポートをおこないツールとしてのBSC
が両者のバランスを取ることが考えられている。
図表 6 　委託者と受託者の戦略マップにおける関係
受託者
（民間企業）
表 裏
委託者
（地方公共団体）
戦略マップ 戦略マップ
採算性重視 公共性重視
　　バランスよく立つよう調整する
第三者機関
BSC
スポンジ
（出典）望月、佐藤、加藤［2016, p. 31］を一部改変
13　望月、佐藤、加藤（2015）では、第三者機関として大学が示されている。
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3 ．ソーシャル・イノベーションへのインプリケーション
3 － 1 　公民連携による地方創生
　第 1 節でも触れたように、人口減少の克服を掲げた地方創生戦略は、所
期の成果を上げられていない。その原因について、東洋経済（2019）にお
いて、エリア・イノべーション・アライアンス代表理事の木下は「人口減
少問題を地方創生政策で何とかしようとした」と、政策そのものに求めて
いる14のに対し、「まち・ひと・しごと創生会議」の中心メンバーである
増田は「自治体に対して計画目標人口と対策を一緒に作らせてしまった」
こと、すなわち政策手段に問題があったことを挙げている15。これらを解
決するには、人口減を前提とした地域活性化を目指す必要がある。東洋経
済（2019）は、その処方箋として、①自治体の枠にとらわれない事業の創
出、②補助金に頼らない独自政策の実行、③複数の仕事を持つパラレルキャ
リア人材の育成、④住民一人あたりの所得の拡大を挙げている（図表 7 ）。
　図表 7 からも明らかなように、地域活性化というビジョンに対し、「地
方での消費拡大」、「地域への投資加速」、「商品単価の上昇」など、経済性
を表す視点の具体的な戦略目標が必ず含まれている。次節では、②補助金
に頼らない独自政策に取り組んだ、岩手県紫波町の公民連携事業「オガー
ルプロジェクト」を取り上げ、戦略マップへの適用可能性を考察する。
14　東洋経済新報社［2019, p. 29］
15　東洋経済新報社［2019, p. 48］
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図表 7 　人口減を前提とした地域活性化の処方箋
処方箋  処方箋  処方箋  処方箋 
住
民
１
人
当
た
り
の
所
得
を
拡
大
せ
よ
パ
ラ
レ
ル
キ
ャ
リ
ア
人
材
を
育
成
せ
よ
補
助
金
に
頼
ら
な
い
独
自
政
策
を
実
行
せ
よ
自
治
体
の
枠
に
と
ら
わ
れ
な
い
事
業
を
作
れ
実行すべき4つの処方箋
地域活性化
地方での
消費拡大
利益の拡大
街の魅力
向上
再投資 来訪者増
商品単価の
上昇
地域への
投資加速
２拠点生活
や副業・兼
業の増加
（出典）東洋経済新報社［2019, p. 30］
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3 － 2 　「オガールプロジェクト」への戦略マップの適用可能性
　（ 1 ）「オガールプロジェクト」の概要
　「オガールプロジェクト」は、岩手県紫波町16紫波中央駅17前の町有地
10.7ヘクタールの開発プロジェクトの総称である。
図表 8 　オガール紫波全体像
オガール広場 オガール大通公園
手法：公共事業
役場庁舎
手法：PFI手法
オガールタウン
手法：紫波町が宅地57戸を分譲
オガールベース
手法：民間事業、土地賃貸
オガールプラザ
手法：民間棟の土地賃貸
オガールセンター
手法：官民複合施設、土地賃貸
エネルギーステーション
手法：民間事業、土地賃貸
オガール保育園
手法：民設民営、土地賃貸
岩手県 フットボールセンター
手法：代理人方式、賃貸借
（出典）オガール紫波ホームページを元に作成
16　紫波町は岩手県中央部に位置し、面積238.98k㎡、人口33,170人、世帯数
11,925世帯（平成30年3月現在）で、1町8ヵ村からなる自治体である。盛岡市と
花巻市の中間に位置し、古くから物流の拠点として賑わってきた。
17　１日乗降客数2,980人（平成29年度）
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　図表 8 にあるように、オガールエリアには図書館、産直マルシェ、飲食
店、診療所が入る「オガールプラザ」やバレーボール専用体育館や宿泊施
設（オガールイン）を含む「オガールベース」、この他に役場庁舎、分譲
住宅エリアなど 7 つの施設が存在するが、これらの施設はすべてが同時に
開業したのではない。すなわち、まず平成23年 4 月に岩手県フットボール
センターが開業し、さらに平成24年に官民複合施設であるオガールプラザ
が開業した。このうち、オガールプラザの公共施設エリアには図書館およ
び地域交流センター、子育て応援センターが入居し、民間施設エリアには
産直、歯科クリニック、眼科クリニック、カフェ、居酒屋、学習塾、事務
所が入居し、生活基盤が整備された。
　 写真 1 　岩手県フットボールセンター　 写真 2 　オガールプラザ外観
（出典）筆者撮影　　　　　　　　　（出典）筆者撮影
　  写真 3 　産直センター「紫波マルシェ」　　　写真 4 　紫波町図書館
（出典）筆者撮影　　　　　　　　　（出典）筆者撮影
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　この状況を踏まえ、平成25年から57区画の宅地分譲を開始している（平
成31年 4 月 1 日現在、51区画売約済、 6 区画交渉中）。この間、平成27年
には紫波町役場が移転完了し、平成29年には民設民営の保育園も開設され、
約10年にわたるエリア内の施設建設はすべて完了した。
　　　　　写真 5 　宅地分譲　　　　　 写真 6 　紫波町庁舎外観
（出典）筆者撮影　　　　　　　　　（出典）筆者撮影
　図表 9 は平成29年度のオガールプロジェクトの実績の一部を示したもの
であるが、この他にも、図表には含まれていないオガールセンターやオガー
ルベース、紫波町役場、広場などの来場者数を含めると町内人口の30倍近
くにあたる年間100万人が訪れていると想定されている。
図表 9 　平成29年度オガールプロジェクトの実績
○ サンビレッジ紫波 利用者数  万人
○ 岩手県フットボールセンター 利用者数  万人
○ オガールプラザ
紫波町情報交流館 来館者数  万人
うち、紫波町図書館 来館者数  万人
子育て応援センターしわっせ 利用者数  万人
紫波マルシェ レジ通過者数  万人
売上金額 5億6,907万円
（出典）オガール紫波（株）［2019, p. 17］を一部修正
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　ところで、図表 8 で示したように、オガールエリア内の各施設の特性に
合わせ、それぞれ事業主体や運営手法が異なる点が特徴である。
　オガールプロジェクトの土地は、もともと住民からの要望に応える形で
平成10年 3 月14日のJR東北本線紫波中央駅開業に合わせて乗降客確保の
観点から宅地分譲と公共施設集約のため取得されたものであるが、環境変
化のため事実上の計画凍結状態が続いていた。その後、平成19年より当時
の町長が中心となり「公民連携によるまちづくり」が宣言された。その後、
平成21年 2 月に紫波町が策定、同年 3 月に議決された「紫波町公民連携基
本計画」18に沿って、「オガールプロジェクト」が開始された。
　具体的には、町、町民、民間企業が連携してPPPによるまちづくりを
進める際の中心に「オガール紫波株式会社」をエージェント19として平成
21年 6 月 1 日に設立した。また、財源についても、補助金に頼らずに10ヘ
クタールの未活用土地を「循環型まちづくり」（平成13年条例）のモデル
ケースとして具現化したり、施設の建設にあたっても従来の行政主導のま
ちづくりではありがちだった、空室のまま施設運営することなく、テナン
ト100%が確約される施設計画を立てた上で、営業開始をすることでテナ
ントからの信用も得られた。さらに、土地賃借料や固定資産税などの施設
建設後も安定的に経常収入が入ってくる仕組みを整えている。
　他方、まちづくりのコンセプトについても、オガールプロジェクトでは
商業を起点とした街作りをせず、図書館と町役場がエリアの中心にあるよ
うな人が憧れるライフスタイルを用意する「人間中心のまちづくり」を目
指しており、具体的には、以下の開発テーマと開発理念を有する20。
開発テーマ
①　農村（田園）と都市（街）が共生するまち
②　若者、高齢者、すべての人が希望を持ち、安心して暮らせるまち
18　「紫波町公民連携基本計画」はシビル・ミニマムを旨としている
19　エージェント概念については、猪谷［2016, pp. 34-35］に詳述されている。
20　紫波町企画総務部（2017）「まち人OGAL（オガール）」パンフレット
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③　人にも地球にも「やさしい」まち
④　優れたデザインの採用
開発理念
　都市と農村の暮らしを「愉しみ」、環境や景観に配慮したまちづくりを
表現する場とします。
　上記のコンセプトを具現化するため、建築前に専門家による「紫波町オ
ガール・デザイン会議」（平成21年 6 月 1 日）を設置し、その中で「デザ
インガイドライン」を策定し、プロジェクトとしての統一感を維持するこ
とを可能とした。さらに、エリア内各施設の異なる事業主体を結びつける「オ
ガール企画合同会社」を平成28年に設立し、エリアマネジメントの強化に
努めている。これらの結果、紫波駅周辺での地価が上昇するなど、紫波エ
リアの魅力度が上がり、オガール内でのビジネスチャンス（起業）も生ま
れるようになっている。以上で述べた「オガールプロジェクト」の関連組
織を運営施設と関連付けてまとめると図表10の通りであり、様々なステイ
クホルダーが当該プロジェクトに関わっていることが知られる。
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図表10　オガールプロジェクトの組織関係21 
オガールプロジェクト関連組織
町民
紫波町議会
（調査特別委員会）
紫波町
企画課
（公民連携室
→地域開発室）
都市計画課
環境課
ほか
オガール紫波(株)
平成21年6月
紫波グリーンエネル
ギー(株)
(株)オガール
紫波シティホール(株)
（公社）岩手県サッ
カー協会
オガールプラザ(株)
オガールセンター(株)
エネルギーステーション
平成26年7月
オガールベース（民間複合施設）
平成26年7月
役場庁舎
平成27年5月
公共インフラ
宅地分譲（オガールタウン日詰二十一区）
平成25年10月
岩手県フットボールセンター
平成23年4月
オガールプラザ（民間複合施設）
平成24年6月
オガールセンター（官民複合施設）
平成28年12月
オガールエリア
オガール・デザイン会議
平成21年6月
1.デザインガイドラインの運用方針検討
2.公共施設、公益施設、住宅等におけるデザ
インの調整
3.その他都市デザインの推進に必要な事項
報
告
会
ワークショップ
事業説明会
事業説明
意見
連
携
要求水準
土地賃貸
要求水準
土地賃貸
要求水準
土地賃貸
整備・運営
整備・運営
整備
整備・運営
整備・運営
整備・運営
維持管理
※一部譲渡
整備・管理運営
誘致・立地
連携
出資／委託
出資
依頼・運営
調整
委
嘱
（社福）共助会
要求水準
土地賃貸
整備・運営 オガール保育園（民設民営）
平成29年4月
（出典）オガール紫波（株）［2019, p. 9 -10］より作成
21　図には示していないが、このほか、平成28年7月に設立したオガール企画合
同会社があり、①オガールプロジェクトにするコンサルティング、②オガール
エリアの全体イベントである「オガール祭り」の事務局機能、③その他不動産
に関するコンサルティングを担っている
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　（ 2 ）「オガールプロジェクト」への戦略マップの適用可能性
　前述したように、オガールプロジェクトにおいて、エージェントとして
の役割を果たす組織がオガール紫波株式会社である。
図表11　オガール紫波株式会社の概要
オガール紫波株式会社
紫波町紫波中央駅前2丁目3番地3
平成21年6月1日
創立時   3,900千円
現在 10,000千円（平成22年7月13日新株発行による増資後の額）
創立時 現在
紫波町100％　78株
紫波町39％　   78株
その他※61％  122株 　計200株
※企業等7社、個人2名
会社名
所在地
創立年月日
出資者と比率
目的
資本金
主な事業内容
・官と民が連携をするためのエージェントの役割を担うこと
・社業を通じて町の一層の発展と町民の幸せを目指すこと
※パブリックマインドを持った民間会社
・紫波中央駅前都市整備事業（オガールプロジェクト）の推進、調整
・不動産開発
・企画管理運営
・産直「紫波マルシェ」管理運営（平成24年6月～）
・オガールインレストラン運営（平成26年7月～）
（出典）オガール紫波（株）［2019, p. 2 ］より抜粋
　その特徴は「パブリックマインドを持った民間会社」とあるように、紫
波町（公民連携室）と相互提携した上で、プロジェクトを民間ならではの
スピード感と柔軟性でもってエリア内各組織と関係を構築する点にある。
　以上の特徴を踏まえ、図表 4 を参考にオガールプロジェクトにおける戦
略目標をまとめたものが図表12である。
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図表12　オガールプロジェクトの戦略目標
視点 戦略目標
財務の視点 ■ エージェントの役割を活かした地域内再投資の拡大
■ オガールエリア内組織への出資や連携を通じた運営コストの間接的な管理
■ 定期借地権契約による賃貸料収入の安定確保
■ 民間活力を利用した不動産価値の向上
戦略の視点 ■ 人間中心のまちづくり
■ 循環型まちづくり
■ 不動産価値の向上に結びつく施策
■ エリア全体のデザインの統一
業務の視点 ■ 構想段階における市民参加
■ 地元企業、地場産品の積極活用による建築、製造、販売、物流等のコストの低減
■ まちづくりプロセスの改善
■ エリア内組織間での協力関係の促進
関係性の視点 ■ エージェント機能を活かしたまちづくりの意思決定の迅速化と質の向上
■ 紫波町・オガール紫波（株）・エリア内組織間でのコミュニケーションの円滑化
■ ワークショップや事業説明会を通じた町民と紫波町との信頼関係の構築と維持
■ エリア内組織の各経営者、従業員にとっての役割、業務、目標、責任の明確化
（出典）筆者作成
　また、図表 5 を参考にオガールプロジェクトの戦略マップをオガール紫
波（株）を中心として考えると、以下のように示すことができよう。
図表13　オガールプロジェクトの戦略マップ
ビジョン：都市と農村の暮らしを「愉しみ」、環境や景観に配慮したまちづくりを表現する
財務の視点 テナント収入増加 コスト削減 賃借料収入の確保 納税額増加 不動産価値の向上
顧客の視点
公共の視点 地場産品の利用 住民の増加 雇用促進
プロセスの視点 起業の増加
地元住民
を雇用
デザイン会議の設置
紫波町・エリア内組織と
の関係構築
【エリア内事業者】 【オガール紫波（株）】 【紫波町】
オガールにしかない価値の提供
まちづくりプロセスの改善
（出典）筆者作成
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3 － 3 　ソーシャル・イノベーションへのインプリケーション
　これまで見てきたように、公民連携によるソーシャル・イノベーション
を実現するには、まちづくりに携わるステイクホルダーである公的組織と
民間組織の歯車をいかに噛み合わせるか（アラインメント）が不可欠であ
るが、本研究を通じてステイクホルダーごとの戦略マップを統合した公民
連携組織における戦略マップをツールに用いることで事例が説明可能であ
ることを明らかにした。
　他方で、公民連携組織において戦略マップやBSCをいつ作成し、ど
のように運用していくのかについては考察していない。一例として、
Kaplan and Norton（2006）は、合併企業でのBSCの作成にかかる時期や
体制について事例内で論及している。具体的には、①合併が正式に締結さ
れる以前に、両社から同数の代表委員を選出しBSC作成委員会が開催され、
新会社のスコアカード（図表14）が作成されたこと、②すべての戦略テー
マ（図表14のうち最上部の「将来の成功」と最下部の「企業精神を体現し
た価値観」を除く 6 項目）について、両社から 1 名ずつ責任者を出し、必
ず 2 名による共同責任体制を引き、目標値、実施項目、コミュニケーショ
ンの状態、戦略テーマの実施状況を調査したこと、③合併の正式調印直後
から組織内外の統合に向けたコミュニケーションの手段として、戦略テー
マや業績評価尺度を利用したことが挙げられる22。
　公民連携組織においては、採算性を重視する民間組織と公共性を重視す
る公的組織と本来的性格の異なる組織がコラボレーションし一体化するプ
ロセスを取るため、上記と同様の運用が可能か、検証が必要である。
22　Kaplan and Norton［2016, p. 240-242］
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図表14　合併後の新会社における統合戦略の階層性
米国内における最高の小売業者をめざす
バリューチェー
ンの最適化
業務プロセスの
卓越性
信頼されるビジネスパートナー
将来の成功
顧客志向
組織の活性化
ブランドの構築
企業精神を体現した価値観
（出典）Kaplan and Norton［2006, p.241］
　
　最後に、本研究では公民連携をこれから進める段階にある事例や失敗事
例は検証していない。また、オガールプロジェクトにおいては、公民それ
ぞれに強いリーダーシップをもつプロジェクトの推進役がおり、その進捗
と成功に相当程度の影響を及ぼしていたが、かかる推進役が不在であった
り、存在してもそのリーダーシップが弱い場合の戦略マップの適用可能性
についても考察する必要があり、これらを併せて今後の検討課題とした
い23。 
23　事業視察で協力いただいたオガール株式会社および紫波町情報交流館・紫波
町図書館ならびにインタビューに対応いただいた紫波町役場に深く感謝いたします。
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